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三木町週休２日制土木工事実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町が発注する土木工事における、現場閉所による週休２日（完全週休２日（土・

日曜休み）又は４週８休相当）の確保に向けた週休２日制工事及び技術者及び技能労働者が交替しな

がら週休２日の確保に向けた交替制週休２日工事の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 週休２日制工事は、町が発注する次に掲げる土木工事とする。 

  （１）週休２日制工事（発注者指定型） 

通年維持工事や応急対応工事等の緊急対応が必要な工事を除く全ての土木工事 

  （２）交替制週休２日工事（受注者希望型） 

通年維持工事や応急復旧工事等の緊急対応が必要な土木工事を対象とし、受注者から工事着手前

に受注工事を週休２日交替制で施工する工事としたい旨の申出があった場合において、発注者が適

当と認めた工事 

（対象期間） 

第３条 対象期間とは、工事着手日から竣工日までの期間とする（年末年始休暇６日間及び夏季休暇３

日間を除く。）。なお、工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間のほか、

発注者が事前に対象外としている内容に該当する期間（受注者の責によらずに現場作業等を余儀なく

される期間など）は含まない。 

（休工日の確保） 

第４条 休工日の確保は、次に掲げる内容とする。 

  （１）週休２日制工事（発注者指定型） 

 ア 週休２日制工事の受注者（以下この条において「受注者」という。）は、対象期間において、

４週８休相当以上の現場閉所を行ったと認められる状態にしなければならない。また、完全週

休２日の場合は、原則として、１週間のうち土曜日及び日曜日を休工日としなければならない。

ただし、災害時の緊急対応及び品質管理・安全管理等のために継続して行わなければならない

作業は、この限りでない。 

 イ 受注者は、休工日の振替を行うことができる。ただし、完全週休２日の場合で、やむを得ず

土曜日又は日曜日を休工日にできないときは、前後７日以内の土曜日又は日曜日以外の曜日に

休工日の振替を行うものとする。 

 ウ 受注者は、完全週休２日の場合において、降雨、降雪等で作業予定日を休工日とするときは、

直後の土曜日又は日曜日と振替を行うことができる。 

  （２）交替制週休２日工事 

交替制週休２日工事の受注者は、対象期間において、技術者及び技能労働者が交替しながら４週

８休相当以上の休日確保を行ったと認められる状態にしなければならない。 

（休工の定義） 



第５条 前条の休工とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、次

に掲げる内容とする。 

  （１）週休２日制工事（発注者指定型） 

現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所された状態をいう。 

  （２）交替制週休２日工事（受注者希望型） 

対象期間内に現場に従事した技術者及び技能労働者それぞれが休日を確保できている状態をい

う。 

（入札公告等における記載） 

第６条 発注者は、対象工事について週休２日制工事である旨を入札公告及び特記仕様書に記載するも

のとする。 

（工事着手前の確認手続） 

第７条 受注者は、工事着手日までに、次に掲げる内容を実施しなければならない。 

（１）週休２日制工事（発注者指定型） 

完全週休２日又は４週８休相当を選択し、休工日が確認できるように施工計画書に記載するとと

もに、その工程について工事監督員と協議しなければならない。 

（２）交替制週休２日工事（受注者希望型） 

工事着手日までに受注者希望型の交替制週休２日工事を実施する旨を工事打合せ簿に記載して、

技術者及び技能労働者の休日を確保するための施工体制や休日確保状況を証明する方法を具体的

に記載し、工事監督員に提出しなければならない。また、工事監督員は、工事打合せ簿の提出を受

けた場合、受注者と協議し、交替制週休２日工事の実施の適否について受注者に工事打合せ簿で通

知するものとする。 

（工事中標示板）  

第８条 受注者は、工事中標示板に週休２日制工事又は交替制週休２日工事である旨を記載するものと

する。 

（休工日に現場作業を行う場合の措置） 

第９条 受注者は、完全週休２日の場合において、休工日に現場作業を行うときは、工事打合せ簿によ

り事前に工事監督員に報告しなければならない。また、工事打合せ簿には当該理由、振替対応の有無

及び振替日を記載することとする。なお、４週８休相当の場合において、休工日に現場作業を行うと

きは、工事打合せ簿による事前の報告は不要とし、口頭による事前の報告を行うものとする。 

（振替により休工日以外を休工とする場合の措置） 

第10条 前条の規定にかかわらず、受注者は、完全週休２日の場合において、振替により休工日以外を

休工とするときは、その理由を記載した工事打合せ簿により、事前に工事監督員に報告しなければな

らない。なお、４週８休相当の場合において、振替により休工日以外を休工とするときは、工事打合

せ簿による事前の報告は不要とし、口頭による事前報告を行うものとする。 

（出来形数量提出時の実施状況の報告） 

第11条 受注者は、出来形数量提出時に、工事打合せ簿により週休２日制工事の取組状況について、次

に掲げるとおり報告しなければならない。 

（１）週休２日制工事（発注者指定型） 

休工日の確保の状況を工事監督員に工事打合せ簿で報告しなければならない。また、現場の休工

実績が記載された工事日報や安全教育・訓練等の資料を提示しなければならない。なお、提示資料

は工事監督員が確認した後に受注者に返却する。 

（２）交替制週休２日工事（受注者希望型） 

 ア 休日率の確保の状況を工事監督員に工事打合せ簿で報告しなければならない。また、技術者

及び技能労働者の休日が実績で記載された資料を提示しなければならない。なお、提示資料は

工事監督員が確認した後に受注者に返却する。 



イ 発注者は、対象期間の技術者及び技能労働者の休日率を整理する。 

（工事完成時の実施状況の報告） 

第12条 受注者は、工事完成時に前条の休工日又は休日率の確保の状況を記載した工事日報及び第８条

の工事中標示板の写真を工事監督員に提出しなければならない。 

（工事監督員の休日確保の取組） 

第13条 発注者は、緊急時等やむを得ない場合を除き、休工日の作業が生じるような指示を行ってはな

らない。 

（経費の負担） 

第14条 発注者は、受注者が対象工事を実施した場合は、受注者の取組状況について、次に掲げる経費

の補正を行い変更契約をする。 

（１）週休２日制工事（発注者指定型） 

当初設計で４週８休相当の補正を行い、対象期間の現場閉所日数の割合（以下「現場閉所率」と

いう。）を確認し、４週８休相当に満たないものは、その達成状況に応じて変更設計を行う。なお、

現場閉所率は、対象期間の現場閉所日数を対象期間の日数で除して得た数に100を乗じて得た値と

する。 

ア ４週８休相当以上：28.5％（８日／28日）以上 

イ ４週７休相当以上：25.0％（７日／28日）以上 28.5％未満 

ウ ４週６休相当以上：21.4％（６日／28日）以上 25.0％未満 

（２）交替制週休２日工事（受注者希望型） 

対象期間に現場に従事した技術者及び技能労働者の平均休日数の割合（以下「休日率」という。）

を確認し、４週６休相当以上を達成すれば、その達成状況に応じて、増加する経費の補正を行う。

ただし、市場単価方式による週休２日の取得に要する経費は対象外とする。なお、休日率は、技術

者及び技能労働者の平均休日数を対象期間の日数で除して得た数に100を乗じて得た値とする。 

ア ４週８休相当以上：28.5％（８日／28日）以上 

イ ４週７休相当以上：25.0％（７日／28日）以上28.5％未満 

ウ ４週６休相当以上：21.4％（６日／28日）以上25.0％未満 

（工事成績評定） 

第15条 発注者は、当該工事が工事成績評定の対象である場合、次に掲げるとおり受注者の週休２日制

工事及び交替制週休２日工事の取組状況に応じて、工事成績評定で評価する。 

（１）週休２日制工事の場合（発注者指定型） 

４週８休相当を達成したときは、工事成績評定で評価する。ただし、明らかに受注者に週休２日

に取り組む姿勢が見られなかった場合は、工事成績評定で評価しないものとする。 

（２）交替制週休２日工事の場合（受注者希望型） 

４週８休相当を達成したときは、工事成績評定で評価する。ただし、４週６休相当未満であった

場合は、工事成績評定で評価しないものとする。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


